
閣議及び閣僚懇談会議事録 

開催日時：平成３０年５月２５日（金）  ８：２９～８：４５  

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

野 田 聖 子 国務大臣（総務大臣，内閣府特命担当大臣） 

上 川 陽 子 国務大臣（法務大臣） 

林   芳 正 国務大臣（文部科学大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（厚生労働大臣，内閣府特命担当大臣） 

齋 藤   健 国務大臣（農林水産大臣） 

石 井 啓 一 国務大臣（国土交通大臣） 

中 川 雅 治 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

小野寺 五 典 国務大臣（防衛大臣） 

菅   義 偉 国務大臣（内閣官房長官） 

吉 野 正 芳 国務大臣（復興大臣） 

小此木 八 郎 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

福 井   照 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

茂 木 敏 充 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

梶 山 弘 志 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

鈴 木 俊 一 国務大臣 

欠 席 者：安 倍 晋 三 内閣総理大臣 

  河 野 太 郎 国務大臣（外務大臣） 

世 耕 弘 成 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

松 山 政 司 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：西 村 康 稔 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

横 畠 裕 介 内閣法制局長官 

欠 席 者：野 上 浩太郎 内閣官房副長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

  ○一般案件      ４件 

○国会提出案件   １４件 

○公布（条約）    １件 

○公布（法律）    １件 

○政令        ６件 

○人事        ３件 

○報告        １件 

○配布        １件 

  いずれも，案件表のとおり，決定等となった。 
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議事内容： 

○菅国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。

まず，閣議案件について，西村副長官から御説明申し上げます。

○西村内閣官房副長官：一般案件等について，申し上げます。まず，「日・フィリピン

社会保障協定」の効力発生のための公文の交換について，御決定をお願いいたしま

す。本協定は，平成２８年の通常国会で承認を得たものであります。あわせて，本

協定を公布することについて，御決定をお願いいたします。

次に，「記念貨幣の発行」について，御決定をお願いいたします。本件は，明治１

５０年を記念するため，１，０００円貨幣を発行するものであります。あわせて，

同貨幣の素材等を定める「通貨の単位及び貨幣の発行等に関する法律施行令の一部

を改正する政令」について，御決定をお願いいたします。これらの案件につきまし

ては，後程，財務大臣から御発言があります。 

  次に，「日米地位協定」第２条に基づく，米軍使用施設・区域の共同使用等につい

て，御決定をお願いいたします。今回の案件は，岩国市が都市公園施設として使用

するため，山口県岩国市の「岩国飛行場」を共同使用するもの等，計７件でありま

す。 

次に，「水産白書」について，御決定をお願いいたします。本件は，水産基本法に

基づき，国会に提出するものであります。本件につきましては，後程，農林水産大

臣から御発言があります。 

次に，ＩＬＯ総会で採択された勧告に関する報告書を国会に提出することについ

て，御決定をお願いいたします。本件は，昨年の総会で採択された「平和及び強靱

性のための雇用及び適切な仕事に関する勧告」について，国会に提出するものであ

ります。 

  次に，質問主意書に対する答弁書１２件について，お手元の資料のとおり，御決

定をお願いいたします。 

次に，法律の公布について，御決定をお願いいたします。「不正競争防止法等の一

部改正法」が，２３日の参議院本会議において，可決成立したものであります。 

次に，政令５件について，御決定をお願いいたします。まず，「児童手当法施行令

の一部を改正する政令」は，児童手当の支給の制限の要件となる所得の額の計算方

法に関し，譲渡所得の特別控除額を勘案する等の措置を講ずるものであります。 

次に，「銀行法等の一部改正法の施行期日令」は，同改正法の施行期日を本年６月

１日と定めるものであり，「銀行法施行令等の一部を改正する政令」は，同改正法の

施行に伴い，認定電子決済等代行事業者協会の認定に係る申請書に記載する事項を

定める等，関係政令の規定の整備を行うものであります。 

次に，「医療法等の一部改正法の施行期日令」は，同改正法の施行期日を本年６月

１日と定めるものであり，「同改正法の施行に伴う関係政令の整備等政令」は，医療

法施行令その他の関係政令の整備等を行うものであります。 

次に，人事案件について，申し上げます。まず，在ジュネーブ国際機関日本政府

代表部在勤特命全権大使伊原純一外２８名に，国際労働機関第１０７回総会日本政
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府代表等を命ずること又は指名することについて，御決定をお願いいたします。 

次に，裁判官人事といたしまして，判事兼簡易裁判所判事に任命するものについ

て，御決定をお願いいたします。 

次に，疋田博外５８８名の叙位又は叙勲について，御決定をお願いいたします。 

なお，人形浄瑠璃文楽太夫七世竹本住太夫，本名岸本欣一を従三位に叙するもの

があります。 

次に，「平成２９年末現在の対外の貸借及び同年中の国際収支」について御報告が

あります。本件は，「外為法」に基づき，取りまとめたものであります。本件につき

ましては，後程，財務大臣から御発言があります。 

次に，件名外案件について，申し上げます。「無償資金協力に係る取極の締結」に

ついて，御決定をお願いいたします。本件は，我が国と相手国政府との間で実質的

な合意をみた無償資金協力を取りまとめたもので，１７か国，２機関に対する計１

９件，総額約１６６億円の贈与等を行うものであります。個々の案件につきまして

は，相手国政府との書簡交換までそれぞれ不公表といたしたいので，御了承をお願

いいたします。なお，締結状況は適宜取りまとめ，別途，閣議に御報告することと

いたします。 

○菅国務大臣：次に，大臣発言がございます。まず，財務大臣から２件御発言がござ

います。

○麻生国務大臣：「明治１５０年」関連施策の一環として，明治１５０年を記念する貨

幣の発行及びその図柄等を定める政令につきまして閣議の御決定をお願いする次

第であります。

当該記念貨幣の額面価格につきましては，１，０００円とすることとし，図柄に

つきましては，表面には明治期の鉄道駅の様子を描いた錦絵を，裏面には明治期の

貨幣の模様を，それぞれ採用することとしました。 

以上，よろしくお願い申し上げます。 

次に，平成２９年末現在の対外の貸借及び同年中の国際収支について御報告いた

します。平成２９年末の対外純資産は約３２８兆円となり，２７年連続で世界最大

の純資産国となっております。他方，前年末に比べ，対外純資産は約８兆円減少し

ております。これは，対外直接投資や対外証券投資の増加により，対外資産残高が

約２６兆円増加する一方，対内証券投資の増加や保有証券の価格上昇等により，対

外負債残高が約３４兆円増加した結果によるものです。次に，平成２９年中の国際

収支について申し上げます。経常収支は，貿易収支が２年連続の黒字となったこと，

第１次所得収支が引き続き高水準の黒字となったこと，サービス収支が過去最小の

赤字となったこと，等から，約２２兆円の黒字となりました。金融収支は，対外直

接投資の増加等により，約１７．７兆円の黒字となりました。以上，御報告いたし

ます。 

○菅国務大臣：次に，農林水産大臣。

○齋藤国務大臣：平成２９年度水産白書におきましては，特集として，我が国の水産

業における最新の技術の活用，特に人工衛星等による観測技術や情報通信技術（Ｉ
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ＣＴ）の活用と，今後の方向性について考察しました。 

また，我が国水産業をめぐる動きをはじめ，水産物の安定供給と水産業の健全な

発展を図るために進めている各般の施策について解説しております。 

  白書の作成に当たり，関係府省に御協力いただいたことに対し，感謝申し上げま

す。 

○菅国務大臣：次に，私から，海外出張不在中の臨時代理等について，申し上げます。

  安倍総理，世耕大臣及び松山大臣は，それぞれ海外出張いたしておりますが，そ

の出張不在中，麻生副総理が内閣総理大臣の臨時代理に，茂木大臣が経済産業大臣

の臨時代理及び原子力損害賠償・廃炉等支援機構担当大臣の事務代理に，林大臣が

少子化対策，クールジャパン戦略，知的財産戦略，科学技術政策及び宇宙政策担当

大臣の事務代理に，それぞれ指定又は命ぜられておりますので，御了知願います。 

これをもちまして，閣議を終了いたします。 

引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

御発言はございますか。 

無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。
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平成30年 

５月 25日 

◎ 一 般 案 件

   ○ 社 会 保 障 に 関 す る 日 本 国 と フ ィ リ ピ ン 共 和 国 と の

間 の 協 定 の 効 力 発 生 の た め の 外 交 上 の 公 文 の 交 換

に つ い て （ 決 定 ）          （ 外 務 省 ）

〃 ○ 記 念 貨 幣 の 発 行 に つ い て （ 決 定 ）   （ 財 務 省 ）

〃 ○ 「 日 本 国 と ア メ リ カ 合 衆 国 と の 間 の 相 互 協 力 及 び

安 全 保 障 条 約 第 ６ 条 に 基 づ く 施 設 及 び 区 域 並 び に

日 本 国 に お け る 合 衆 国 軍 隊 の 地 位 に 関 す る 協 定 」

第 ２ 条 に 基 づ く 施 設 及 び 区 域 の 共 同 使 用 ， 使 用 条

件 変 更 及 び 追 加 提 供 に つ い て （ 決 定 ） （ 防 衛 省 ）

◎ 国 会 提 出 案 件

   ○ 「 平 成 ２ ９ 年 度 水 産 の 動 向 」 及 び 「 平 成 ３ ０ 年 度

水 産 施 策 」 に つ い て （ 決 定 ）   （ 農 林 水 産 省 ）

〃 ○ ２ ０ １ ７ 年 の 国 際 労 働 機 関 第 １ ０ ６ 回 総 会 に お い

て 採 択 さ れ た 勧 告 に 関 す る 報 告 書 に つ い て

（ 決 定 ）         （ 外 務 ・ 厚 生 労 働 省 ）

1. 参 議 院 議 員 吉 川 沙 織 （ 立 憲 ） 提 出 法 律 の 実 施

に 必 要 な 事 項 の 省 令 へ の 包 括 委 任 規 定 に 関 す

〃 ○ る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）

（ 内 閣 官 房 ）

1. 衆 議 院 議 員 逢 坂 誠 二 （ 立 憲 ） 提 出 内 閣 府 地 方

創 生 推 進 室 次 長 の 出 張 の 実 態 に 関 す る 質 問 に

対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 )( 内 閣 府 本 府 ）

1. 衆 議 院 議 員 海 江 田 万 里 （ 立 憲 ） 提 出 教 育 無 償

化 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て

（ 決 定 ）            （ 外 務 省 ）

1. 衆 議 院 議 員 緑 川 貴 士 （ 国 民 ） 提 出 秋 田 犬 保 存

会 に よ る ロ シ ア ・ ザ ギ ト ワ 選 手 へ の 秋 田 犬 贈

呈 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て

（ 決 定 ）             （ 同 上 ）

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料
あ り

〔 別 添 〕
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     1. 参 議 院 議 員 大 野 元 裕 （ 民 主 ） 提 出 「 国 際 再 生  
可 能 エ ネ ル ギ ー 機 関 第 ８ 回 総 会 」 に お け る 外  
務 大 臣 の 発 言 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に  
つ い て （ 決 定 ）         （ 外 務 省 ）  

     1. 衆 議 院 議 員 逢 坂 誠 二 （ 立 憲 ） 提 出 「 大 臣 と し  
て 」 認 定 し た 「 セ ク ハ ラ 行 為 」 に 関 す る 質 問  
に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ） （ 財 務 省 ）  

     1. 衆 議 院 議 員 海 江 田 万 里 （ 立 憲 ） 提 出 奨 学 金 制  
度 拡 充 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て  
（ 決 定 ）          （ 文 部 科 学 省 ）  

1. 衆 議 院 議 員 長 妻 昭 （ 立 憲 ） 提 出 「 平 成 ２ ５ 年  
度 労 働 時 間 等 総 合 実 態 調 査 」 の 表 ２ ６ の 数 値  
に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て  
（ 決 定 ）          （ 厚 生 労 働 省 ）  

     1. 衆 議 院 議 員 山 井 和 則 （ 国 民 ） 提 出 高 度 プ ロ フ  
ェ ッ シ ョ ナ ル 制 度 に 類 似 す る 専 門 業 務 型 裁 量  
労 働 制 が 適 用 さ れ た 労 働 者 の 過 労 死 認 定 等 に  
関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）  

     （ 同 上 ）  
     1. 衆 議 院 議 員 赤 嶺 政 賢 （ 共 ） 提 出 辺 野 古 新 基 地 

建 設 に 伴 う 周 辺 建 造 物 等 の 高 さ 制 限 に 関 す る 

質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ） 

      （ 防 衛 省 ） 

     1. 参 議 院 議 員 山 本 太 郎 （ 希 会 ） 提 出 在 日 米 軍 機 

に よ る 超 低 空 飛 行 訓 練 に 関 す る 質 問 に 対 す る 

答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）      （ 同 上 ） 

     1. 参 議 院 議 員 大 野 元 裕 （ 民 主 ） 提 出 発 進 準 備 中 

の 戦 闘 機 に 対 す る 給 油 等 に 関 す る 質 問 に 対 す 

る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）     （ 同 上 ） 

 

◎ 公 布 （ 条 約 ）  
   ☆ 社 会 保 障 に 関 す る 日 本 国 と フ ィ リ ピ ン 共 和 国 と の  

間 の 協 定 （ 決 定 ）          （ 外 務 省 ） 

 

◎ 公 布 （ 法 律 ）  
   ☆ 不 正 競 争 防 止 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 決 定 ） 

資 料  
な し  

資 料  
な し  
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◎ 政  令 

   ○ 児 童 手 当 法 施 行 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 （ 決 定 ） 

（ 内 閣 府 本 府 ・ 財 務 省 ） 

 〃  ○ 銀 行 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 期 日 を 定 め  
る 政 令 （ 決 定 ）           （ 金 融 庁 ）  

 〃  ○ 銀 行 法 施 行 令 等 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 （ 決 定 ）  
金 融 庁 ・ 財 務 ・ 厚 生 労 働 ・  
農 林 水 産 ・ 経 済 産 業 省 

 〃  ○ 通 貨 の 単 位 及 び 貨 幣 の 発 行 等 に 関 す る 法 律 施 行 令  
の 一 部 を 改 正 す る 政 令 （ 決 定 ）    （ 財 務 省 ）  

 〃  ○ 医 療 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 期 日 を 定 め  
る 政 令 （ 決 定 ）         （ 厚 生 労 働 省 ）  

 〃  ○ 医 療 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 係  
政 令 の 整 備 等 に 関 す る 政 令 （ 決 定 ）   （ 同 上 ）  

 
◎ 人  事  

   ○ 在 ジ ュ ネ ー ブ 国 際 機 関 日 本 政 府 代 表 部 在 勤 特 命 全 

権 大 使 伊 原 純 一 外 ２ ８ 名 に 国 際 労 働 機 関 第 １ ０ ７ 

回 総 会 日 本 政 府 代 表 等 を 命 ず る こ と 等 に つ い て 

（ 決 定 ） 

   ☆ 本 多 哲 哉 を 判 事 兼 簡 易 裁 判 所 判 事 に 任 命 す る こ と 

に つ い て （ 決 定 ） 

   ○ 元 財 務 技 官 疋 田  博 外 ５ ８ ８ 名 の 叙 位 又 は 叙 勲 に 

つ い て （ 決 定 ） 

 

◎ 報  告 

☆ 平 成 ２ ９ 年 末 現 在 の 対 外 の 貸 借 に 関 す る 報 告 書 及 

び 平 成 ２ ９ 年 中 の 国 際 収 支 に 関 す る 報 告 書 に つ い 

て                 （ 財 務 省 ） 

 

◎ 配  布 

☆ 月 例 経 済 報 告          （ 内 閣 府 本 府 ）  
 

 

〔 ○ 署 名 あ り  ☆ 署 名 な し 〕 

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
な し  
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                 平 成 30 年 

                 ５ 月 25 日 

 

◎ 一 般 案 件  
   ○ 無 償 資 金 協 力 に 係 る 取 極 の 締 結 （ 平 成 ３ ０ 年 度 第  

２ 次 取 り ま と め 分 ） 等 に つ い て （ 決 定 )( 外 務 省 ） 

 

 

〔○署名あり  ☆署名なし〕 

 

 件 名 外 案 件 （ 金 ）  

資 料  
あ り  
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